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令和６年度 総務常任委員会行政視察報告書 

 

１． 視察日程 

令和６年７月１７日（水）～７月１８日（木） 

 

２．視察先・視察内容 

（１）三重県四日市市：公共施設等総合管理計画について 

（２）愛知県小牧市 ：窓口業務改革について 

 

３．参 加 者 

委 員 長 小高 夕佳  副 委 員 長  中島 圭介 

委   員 細貝 正安  荒川さくら  秋山  忍 海保 茂喜  上田 信博 

 

４．視察の概要 

◆ 三重県四日市市 ７月 17日（水） ◆ 

【 公共施設等総合管理計画について 】 

 

 四日市市における公共施設等総合管理計画  

 四日市市の公共施設を取り巻く現状と課題  

四日市市では、昭和 40年代から 50 年代の高度経

済成長期以降に大量に建設された公共施設が、老朽

化により今後一斉に更新時期を迎える。一方で、財

政状況は人口減少に伴う市税収入の減少や高齢化

に伴う社会保障関係費の増加が見込まれており、老

朽化した公共施設等の維持更新費の財源捻出が課

題となっている。このような課題に対応するため、

四日市市では公共施

設アセットマネジメ

ントに取り組んでい

る。この取組を進める

ことで、財政負担を低

減・平準化し、今後も

市民にとって必要な

サービスを持続的に

提供していくことと

している。 
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 公会計を活用した施設分析  

 四日市市では、公会計情報を戦略的な公共施設マネジメントに活用するため、施設別行政

コスト計算書を作成し、毎年、議会に報告するとともに、ホームページにて公表している。

個々の施設の諸元、利用者数、コスト等の情報を集約化し、ハード（老朽化状況、立地条件

等）、ソフト（コスト、利用状況）の両面による分析を行い、公共施設の在り方の検討に活用

することを目的に施設カルテを作成している。 

 

＜行政コスト計算書＞     ＜施設カルテ＞ 

  

 

 公共施設の適正化  

 四日市市の全公共施設を維持し続けていく場合、多額の建て替え費用が必要となり、今後

40 年間で約 867億円（１年当たり約 22億円）の不足が生じる見込みである。人口が減少して

いく中で、設置されている全公共施設を維持することは非常に困難であり、将来の市民に大



3 

きな負担を残さないために思

い切った対策が必要である。

そこで四日市市では、公共施

設の長寿命化や省エネルギー

化により、施設の維持管理費

の縮減に取り組んでいたが、

大量の公共施設の一斉建て替

えに対応するため、社会情勢

や市民ニーズの変化に合わせ

て公共施設を再編する公共施

設の適正化に取り組んでいる。この取組を進めることで、将来の人口に見合った公共施設を

保有することとなり、将来の市民負担の軽減につながるとしている。 

＜適正化対象施設（一部抜粋）＞ 

①宮妻峡ヒュッテ…老朽化している宮妻峡ヒュッテを解体し、隣接する宮妻峡キャンプ場

等を含めた新たな観光施設として整備 

②塩浜子育て支援センター、塩浜児童館…三重北勢健康増進センターに移転し、施設を複

合化。 

③総合会館…貸館施設を廃止し、事務所用途へ転用。 

④楠地区市民センター管内施設…公共施設適正化の素案について、楠地区と適正化の方向

性について、合意形成に向けた協議を進める。 

 

 包括管理業務委託の導入  

四日市市では、行政

資源（人材（技師）、財

源）が限られていく中

でも、施設の安全性の

確保や維持管理業務の

効率化を図ることを目

的に包括管理業務委託

を導入している。現在、

令和５年度から６年間

を期間として、幼稚園・

保育園・こども園・児童館・子育て支援センター等の 46 施設を対象に、修繕業務や保守点検

等業務、施設状況評価、修繕計画策定を委託している。これまでは各施設の所管課において、

修繕等を個別契約し対応していたが、包括業務委託を導入することで、行財政改革課が取り

まとめ課となり契約することとなり、業務の効率化が図られている。こども未来部には技師

が配置されておらず、事務職の職員で対応していたが、取りまとめ課に行財政改革課がなる

ことで技師によるチェックを行うこともできる。  
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【 質 疑 】 

問 行財政改革課の職員体制は。 

答 課長１名、課員６名（事務職４名、公認会計士１名、電気技師１名、建築技師１名（会計

年度任用職員））であり、うち電気技師及び建築技師の２名で公共施設マネジメントを担

当している。長寿命化工事の積算や包括管理業務委託の監理など、工事や維持管理の専

門知識に加え、公共施設適正化に関する庁内調整や市民との協議などのスキルも必要で

あり、公共施設マネジメント業務の経験年数が長い職員やＯＢ職員を配置している。 

 

問 財政部局で担当している理由は。 

答 公共施設総合管理計画の策定前から、公共施設の大量更新問題を見据えて「アセットマ

ネジメント基本方針」を財政経営部管財課で策定し、取り組んでいた。公会計データを

積極的に活用し、行財政改革を実践するという市長の方針により、財政経営課から行財

政改革課が設置され、公共施設の戦略的マネジメントに公会計データを活用することと

なった。将来の財政負担を踏まえた公共施設マネジメントを行うという観点から財政経

営部で対応している。 

 

問 個別施設計画を行財政改革課で一括して策定したことによる効果や課題は。 

答 同一視点で、横並びに評価・比較する項目を設定したため、改修の優先順位付け、長寿

命化の効果推計等が容易になり、施設管理の点で効率化を図ることができた。しかし、

各施設所管課が施設の方向性を決めたため、現状維持が多く、積極的な適正化案を示さ

なかったため、行財政改革課において、老朽化、設置目的、利用状況の観点から課題が

ある施設を抽出した上で、行政経営委員会に諮り適正化素案を作成した。 

 

問 個別施設計画に則り、計画的な施設改修を実施できているのか。 

答 個別施設計画策定前から、総合計画の推進計画に位置付けて施設改修を行っており、劣

化の進行具合による前倒しや在り方の見直しを行っている施設等を除き、計画通りに事

業を実施している。推進計画の作成やローリング時に政策担当課や予算担当課と全体事

業費や工事の優先順位について調整を行っている。 

 

問 包括管理業委託や一括業務委託の場合、地元業者への影響はないのか。 

答 電力の場合、中部地方など広い範囲で電力を共有している事業者はあるが、市内など狭

い範囲で電力を供給している事業者はないため、地元事業者への影響はないと考える。

包括管理業務委託では、包括管理業者が再委託する場合は地元業者に発注するよう条件

を付すことで、地元事業者に配慮している。 

 

問 包括業務管理委託の詳細は。 

答 対象施設数や対象業務を変更するなどフレキシブルに対応するため、包括管理業者と６

年間の基本協定を締結し、毎年度委託契約を結んでいる。委託料は令和６年度で１億
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4,000万円である。内訳は修繕費用、植栽の管理費用、キュービクル点検費用、包括管理

業者の人件費となっている。なお、施設の点検結果をもとに次年度の修繕計画や老朽化

など施設の状態を評価することを委託内容に含んでいる。 

 

問 行政コスト計算書は３年おきに作成するとのことだが、毎年度作成できない理由は。 

答 例えば市立保育園の場合、所管課では 40 園を管理している。各保育園において発注して

いれば集計は簡単だが、複数園でまとめて発注しているケースがある。このような場合、

内訳を各課に確認して作成するため、行政コスト計算書の作成に時間を要している。 

 

問 各地域で人口や現状は異なり、数値による判断だけで施設を削減することは適当なのか。 

答 公共施設を理論的な数値のみで削減していくことが、「まちづくり」や「まちの活力」に

つながるかは、担当者としても疑問に思っている。現在は、各施設が最大限有効に活用

できているのか、オンライン会議等が普及し貸館の利用率が減少しており、貸館機能が

ある施設が必要とされているのかという視点に基づいて適正化を進めている段階であり、

適正化が完了することで必要な施設が残っている状況になる。次の段階では、人口が急

激に減少していくことが見込まれているため、施設を減らすことができない場合、その

まま建て替えるのではなく、集約することができないか。どの地区にどの施設を配置す

るのか地図を用いて進めていく必要があると考えている。令和 20年には多くの施設で更

新時期を迎えるので、それまでに方向性を決めなくてはならないと考えている。 

 

【 委員所感 】 

 ◈ 中島 圭介 副委員長 ◈ 

四日市市は、面積ではほぼ成田市と同様であるものの、人口規模では本市の２倍以上ある

自治体です。早くから施設の長寿命化について取り組んでおり、国から要請を受ける前であ

る平成 25 年 12 月には「四日市市アセットマネジメント基本方針」を策定し、公共施設等に

ついて「事後保全型」の維持管理から、計画的、予防的な「予防保全型」の維持管理へシフト

（ライフサイクルコストを重視）し、公共施設等の長寿命化を推進してきました。 

少子高齢化に伴い、税収増が期待できないことや高度経済成長時に建設された建物が次々

に老朽化、不良箇所が増加することは、どの自治体にとっても共通の課題です。四日市市は、

基本方針として公共施設の機能重視を重点に公共施設についての最適化を進める施策にシフ

トしています。これは機能を重視することで建物の集約化、複合化を進め、自治体として既

存の保有する施設を減らしていく方針です。 

役割を終え、廃止された施設は原則として除却とし、必要な場合に限り他用途への転用を

行うという方針です。この手段のもと積極的に既存施設の有効活用を進めることで将来世代

への負担が増えない配慮をしていました。そのための公共施設最適化の手順もマニュアル化

されており、非常に公平な観点から事業推進が図られていることが理解できました。またこ

れらの施策を進めるにあたり体制整備も重要だと認識しました。四日市市ではアセットマネ

ジメントの統括部門として財政経営部行財政改革課が全庁的な総合調整を担当。特に予算の
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部分（予算編成課）をしっかりとグリップしているのは事業を進める上で必要不可欠かと思

われました。 

今回の視察で四日市市は将来的な施設のあり方を展望し、計画的な管理を行っている、デ

ータに基づいた客観的な分析を行い、施設の最適化を図っている、市民への情報公開を通じ

て、透明性の高い行政運営を目指していることがよく理解できました。今後、成田市におい

てもこれらの先進的な取組を導入することでより市民にとってメリットがある長寿命化が図

られるよう提言していきたいと思いました。 

 

 ◈ 荒川 さくら 委員 ◈ 

公共施設の適切な維持管理、長寿命化、更新などを計画的に行うための個別施設計画につ

いて視察を行った。 

四日市市では、建築物系施設のうち学校、市営住宅を除く建築物を全て、四日市市公共施

設個別施設計画という一つの計画にまとめていた。そして、その統括・推進・管理を行って

いるのが行財政改革課であり、技師を２人（電気・建築）配置している。 

平成 25 年に策定した計画では、行政用途のなくなった施設は活用する方針であったが、平

成 28 年に策定した公共施設総合管理計画策定を契機に行政用途のなくなった施設は基本的

に除却する方針となった。その後、地域の要望等により、令和 5 年には除却の前に、地域で

の活用意向を確認する地域活用ルールが設けられている。 

また四日市市では、公認会計士である市長のもと、地方公会計を活用した施設分析を行っ

ていた。一つ一つの施設ごとに行政コストを計算し、施設カルテを作成していた。施設カル

テには施設の基本的な情報に加え、老朽化や立地条件、利用者数、運営にかかる収入と費用

も記載されている。一つ一つの施設にかかるコストを可視化し、比較できるというメリット

がある反面、コストだけで見て、意志決定をしてしまうと、地域住民のニーズや住民サービ

スの低下につながりかねないのではないかと感じた。 

また、市民公開講座で市民に公共施設の適正化について話をしたが、若年層が少なかった

ため、高校生議会でのテーマに公共施設ついて議論をしてもらったとのことだった。想定し

ていた内容や議論とはならず、市と高校生との間に公共施設に対する認識の違いが大きいと

いうことが分かったとのことだった。 

成田市では計画的で適切な改修が行われないために、施設の長寿命化が適切に行われてい

ないように感じる。まずはきちんと長寿命化を行い、その上で地域住民の福祉の向上や住民

サービスの低下にならないように、地域住民や市民の声を大切にし、幅広い世代の市民参加

のもと、適切に更新していくことが必要だと感じた。 

 

◈ 秋山 忍 委員 ◈ 

人口減少、少子高齢化による歳入の減少が見込まれている一方で社会保障の経費の増大等

による歳出の増加が見込まれる。そのような状況でも市民の皆様に必要なサービスは継続的

に確保していかなければならない。 

公共施設の多くは、昭和 40～50年代に建設され、約７割が築 30年を超えている。約 15年
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後から建て替えの時期が集中するため多額の費用が必要となる。これまで市では公共施設の

長寿命化や省エネルギーにより、施設の維持管理費の縮減に取り組んできたが、大量の公共

施設の一斉建て替えに対応するためには不十分でありさらに思い切った対策が必要である。

このため、社会情勢や市民ニーズの変化に合わせて公共施設を再編する「公共施設の適正化」

に取り組んでいる。その手法は「機能の集約化」、「機能の複合化」、「規模縮小」、「廃止」であ

り、市民の負担を今以上に増やさないためには、現状から約 22%の面積削減に取り組む必要が

ある。 

総合管理計画は平成 28 年１月に策定し令和４年 12 月に改訂。全国的に国の要請・方針が

あって策定しているが、四日市市はそれ以前の平成 25 年 12 月に「アセットマネジメント基

本方針」を策定していたのでそれを公共施設等総合管理計画に移行して策定した。用途廃止

施設を地元の方が活用したいという要望があり使うためのルールを策定した。具体的には庁

内で有効利用する計画がない場合は、解体する前に地域で活用したいか確認する。地域で使

いたい場合は、建物については地区に所有権を移転して、土地は不動産としての価値がある

ので市の所有のまま、管理を地域の責任とするというルールとした。 

公共施設等総合管理計画所管課において、一括して策定したことによる効果としては、同

一の視点で、横並びの評価・比較するための項目を設定したため、改修の優先順位付け、長

寿命化の効果推計等が容易となり、施設管理の点で効率化を図ることができた。課題として

は各施設所管課が施設の方向性を決めたため、現状維持が多く、積極的な適正化案が出てこ

なかった。 

公共施設マネジメントの担当課は、地方公会計を扱う「財政経営部 行財政改革課」である。

公会計データを積極的に活用し、行財政改革を実践するという市長の方針により、財政経営

課から分離させる形で、行財政改革課が設置され、公共施設の戦略的マネジメントに公会計

データを活用することとなった。 

公会計データの利活用による効果としては、現金主義・単式簿記では見えにくい「減価償

却費などのコスト情報」、「資産・負債などのストック情報」の把握が可能となったこと。統

一的な基準による財務諸表は数字が大きすぎて、施設管理課が政策に活用することは難しい

が、施設別コスト計算書、施設カルテを作成し施設の分析やあり方の検討を行うための判断

材料として活用できることなどの利点がある、 

個別施設計画の策定や公会計データの利活用や市民の関心度を高める姿勢など大変参考にな

った。 
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◆ 愛知県小牧市 ７月１８日（木） ◆ 

【 窓口業務改革について 】 

 

 窓口業務改革について  

 こまきスマート窓口（書かせない窓口）  

小牧市では、窓口利用者が住民票の写し

の交付や住民異動手続きを行う場合、利用

者自身が申請書や届出書に氏名や住所など

を記入していた。しかし、複数の証明書の

交付や手続きが必要な場合には、氏名、住

所など同じ情報を何度も記入しなければな

らず、利用者の負担になっていた。このよ

うなことから、利用者の記入に係る手間を

軽減するため、ＩＣＴを活用した申請書等

の作成支援、「書かせない窓口」を導入し、手続きの簡略化を図っている。 

こまきスマート窓口の導入に当たっては、行政改革課を事務局とし、対象となる市民窓口

課・保険医療課・こども政策課に加え、庁舎の改修工事が必要となる可能性があったため、

総務課の職員も構成員となるプロジェクトチームを設置し、検討を進めていくこととなった。 

対象手続きは、市民窓口課の証明発行に関する手続きや住民異動に関する手続き。保険医

療課の国民健康保険被保険者資格異動届、子ども医療費受給者証交付申請など住民異動に係

る手続き。収税課の納税証明に関する手続きなど７課 38種類の手続きを対象としている。 

検討を進めた結果、証明発行等に関する手続きは、窓口で利用者が身分証を提示し、本人

確認後、住記システムから住民記録データの抽出により、基本情報を印字した申請書等を作

成する「住記データ抽出方式」とし、転入に関する手続きは、利用者から転出証明書等を預

かり職員が利用者から聞き取りを行いながら住記システムから住民異動届を作成する「聞き

取り作成方式」を採用した。 

こまきスマート窓口の導入により、利用者は書類の記載方法に悩まなくなり、いくつもの

申請書に氏名や住所、生年月日等を何度も書く必要がなくなった。また、職員は手書き文字

の判読や書き間違いの補正等に係る作業負担が軽減でき、事務効率の向上につながっている。

利用者からは、「窓口職員が申請書を作成してくれたため、手続きが簡単になった」「何枚も

申請書に住所や氏名、生年月日を記入することなく、氏名を署名するだけで済んだ」など、

好評いただいている。 
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 おくやみコーナー  

小牧市では、市民が亡くなられた場合、最大

で約 50種類の手続きが必要であり、13課に行

く必要があった。このようなことから、遺族の

負担を軽減することを目的に、市長の発案によ

り行政改革の取組の一つとして、令和２年 10

月におくやみコーナを開設した。午前９時 30

分から午後４時 30 分までの間に５つの予約枠

を設けており、遺族は、市民窓口課の職員と一

緒に手続きに入り、手続きごとに担当課が交代

して対応する運用である。 

予約枠は１組当たり１時間であるが、手続き数が多いと１時間を超えてしまうことがある

ため、担当職員は、当初１名であったが、現在２名で対応している。利用件数は増加傾向に

あり、ご遺族の心情に寄り添って、できるだけ負担にならないようにしたいと考えている。 

 

＜手続きまでのフロー＞ 

①市民：死亡届を提出 

②市 ：死亡届の提出者におくやみコーナーについて説明。おくやみハンドブック、お客

様シートを提供 

③市民：おくやみハンドブックで必要な事務手続きを確認し、市民窓口課におくやみコー

ナーの利用を予約、お客様シートの内容を伝える 

④市 ：来庁時に市民の手間が省けるよう、お客様シートの内容に則り各種手続き書類を

準備。（署名をもらえれば受理できるよう準備） 

⑤市民：おくやみハンドブックで持参するものを確認し、予約した日に市役所（おくやみ

コーナー）に行く 

⑥市 ：市民窓口課職員が担当課に連絡。担当課は連絡があり次第、おくやみコーナに向

かい書類について説明 

⑦市民：担当課が準備した書類に署名 

 

【 質 疑 】 

（おくやみコーナー） 

問 ホームページには、おくやみコーナーの対応時間は一組当たり 60 分と記載されている

が、超えてしまうことはないのか。 

答 一組当たりの平均対応時間は約 70分であり、超えてしまっているのが現状である。故人

の状況によって手続き内容が異なる。例えば、固定資産や農地を保有している場合には、

対応時間が長くなる傾向にある。予約は 60分当たり１組としているが、対応時間が長引

いても対応できるよう、おくやみコーナーを２ブース用意している。 
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問 予約受付は市民窓口課の職員が対応し、故人に関する手続きは各課の職員が対応すると

のことだが、対応方法について詳しく知りたい。 

答 市民窓口課の職員は、おくやみコーナーの予約受付と申請者が来庁した際の案内を担当

している。故人に関する手続きは専門性が高いことから、市民窓口課の職員が代行して

対応することは難しいため、各担当課の職員がおくやみコーナーに出向いて対応してい

る。 

 

問 おくやみコーナー開設に当たり要した経費は。 

答 おくやみコーナー導入に当たり、先進自治体等の調査研究費と会計年度任用職員２名の

人件費のみである。おくやみコーナー専用のシステムは導入していないため、電算関連

経費は発生していない。 

 

（こまきスマート窓口） 

問 こまきスマート窓口の利用状況は。 

答 利用率は、ほぼ 100％である。しかし、外国人技能実習生の研修所等で数十人分をまと

めて申請する場合には、研修所の職員が事前に届出書を記入して持参するケースもあ

る。また、年度末からゴールデンウイークまでと７月は窓口の混雑が激しいことから、

効率的に対応するために申請者に届出書を記載してもらうケースもある。 

 

問 代理人から申請の場合、どのように対応するのか。 

答 代理人による申請もスマート窓口の対象としている。代理人の本人確認書類と委任状に

記載されている委任者の氏名・住所を使用して職員が申請書を作成し、代理人に署名を

いただいている。 

 

問 目指している窓口の在り方は。 

答 さらなる行政サービス向上のため、オンライン申請を拡大し、市役所に来庁せずに手続

きできる窓口やサービスを目指している。現在、小牧市では 147件の手続きをオンライ

ンで行うことができるが、今後はオンライン手続きを増やすとともにオンライン手続き

の利用率を上げていきたいと考えている。 

 

【 委員所感 】 

◈ 細貝 正安 委員 ◈ 

本市においても、住民票、戸籍謄本、戸籍抄本の請求などの一部申請に限り、「書かない窓

口」や「オンライン申請」等のサービスを実施しているが、小牧市では本市が実施している

住民票、戸籍謄本、戸籍抄本の請求に加え、マイナカードや福祉、介護、障がい福祉、児童手

当等に関する申請や転入転出の手続きにおいて、本庁舎ではもちろんのこと、篠岡支所や北

里支所、味岡支所の３支所においても導入されている点が先進的であると感じました。 

一昨年より導入されている「こまきスマート窓口」は、住民票や印鑑証明、戸籍謄本、戸籍
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抄本を取得したいとき、市役所に出向き、書き慣れないフォーマットに氏名、住所、生年月

日などを記入する必要があり、複数の証明書を取得する場合には、何枚も申請書に記入する

必要がありますが、こまきスマート窓口では、職員が必要な情報を聞き取り、本人確認書類

を提示することで、職員が住所や生年月日等を記入してくれるので、申請者は内容の確認と

名前を署名するだけという画期的なもので、市民の反響を見ても一目瞭然で、市民に寄り添

った良い施策であります。 

私が最も着目したのは、「おくやみコーナー」であります。家族が亡くなった時、誰しも悲

しさに包まれますが、悲しみに浸る間もなく、すぐに取り掛からなければならないのが税金

や年金等の煩雑で大量の行政手続です。小牧市では、心労でお疲れのご遺族に寄り添い、ご

負担をかけないようにすることを目的に、おくやみコーナーを導入したとのことでありまし

た。おくやみコーナーを導入したことにより、亡くなられた方に関する手続きは、戸籍・住

民票関係や保険年金、市民税、資産税など色々な窓口を回る必要がなくなり、一つの窓口(ワ

ンストップ)で完結します。おくやみコーナーの導入に当たっては、システム等を新たに導入

したわけではないため、経費はほとんどかかっていないとのことであり、ランニングコスト

としておくやみコーナーを担当する２名の会計年度任用職員の人件費のみとのことでした。

本市においておくやみコーナーを実現するためには、戸籍や年金、税金など所管が跨る各書

類の内容について事前に担当部局との連携が必要であるほか、様々な方策の検討や、また導

入を見据え、適正な人員配置を行えるように行政組織の改正など、創意工夫し検討を重ねて

いく必要があるかと思われますが、そこを着実に押さえて取り組めば、導入の余地はあると

思われます。 

総括として、小牧市では、おくやみコーナーやこまきスマート窓口、転入ワンストップ窓

口などに取り組まれるなど、窓口業務改革への取組は先進的であり、意識が高いと感じると

ともに、「今の形に決して満足せず、今後もさらに良いものにしていこう」としている姿勢が

とても印象的でありました。 

 

◈ 海保 茂喜 委員 ◈ 

窓口業務改革の進め方について、小牧市と成田市を比較しながら視察を行い、その可能性

を探ってきましたが、成田市においても参考になると私が考えるポイントについて述べます。 

（１）窓口業務改革の目標設定 

窓口業務改革の目標設定では、長期的なビジョンを持つことと、現状を変えていくことの

重要性に気づき、危機感を持って窓口業務改革を進めることが重要です。しかし、窓口業務

改革には業務分析・見直しが必要になるため、マニュアル・業務フローがきちんと整理され

ていない場合は、現場の職員に大きな負担をかけることも考えられます。 

困っている住民をよりサポートするといった職員自身でないとできない業務に注力するた

めに、限られた予算の中で複雑・多様化する行政課題により対応できる組織を構築するため

には、「職員の負担を軽減し余裕を生み出すために、業務分析・見直しを行う」という窓口業

務改革の目標を明確にすることが必要です。 

窓口業務改革の最終的な目標は、窓口業務の満足度向上・住民サービス向上ですから、ど
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こまで住民サービスを充実させるかの水準を基本とした目標を設定することを最初に行うべ

きと私は考えます。 

（２）トップの関与と管理職のサポート 

市長就任時のマニフェストや行政改革大綱に窓口業務改革を記載するなど、市長の強いリ

ーダーシップのもと窓口業務改革・民間委託の導入を行った自治体もあります。そして、窓

口業務改革の導入時の検討会議には、関係する部署のトップである部長級が参加することで、

現場でも研究会が開かれるなど活動が活発となっています。トップの関与と管理職のサポー

トを中心に取組を進めることで、他部署との調整も円滑に実施できると考えます。 

（３）現場の窓口部署が感じた課題解決 

窓口業務改革には、現場の職員の主体性が求められるため、現場の窓口部署自身が業務の

見直しを行えるよう工夫することが必要です。企画・行政改革部署が現場である窓口サービ

ス課と丁寧に調整することが大事で、現場の窓口部署に寄り添った窓口業務改革の視点は欠

かせません。 

小牧市のおくやみコーナーのように、たとえ市長のトップダウンで決定しても、「現場の意

見が反映されたためスムーズに開設できた。また、現場の窓口部署は通常業務と並行して窓

口業務改革を進めるため、企画・行政改革部署のサポートは必須である」など、窓口業務改

革には、現場レベルの課題解決の積み重ねが重要になると思います。 

現場の窓口部署に寄り添った窓口業務改革を進める際には、窓口業務改革を進める企画・ 

行政改革部署が、積極的に現場の意見を拾いにいく主体性が必要であり、現場の業務を知る

努力を行うことで、現場の職員を巻き込むことができます。 

（４）やれることから取り組む意識 

窓口業務改革を実施する前には、業務量調査や事前に課題を洗い出すことが重要ですが、

それだけでは進まないこともありますので、やれることから取り組む意識、できることから

やっていくことも必要です。 

窓口業務改革は始める前が一番大変であり、目先のことしか考えませんと費用対効果はで

るのか等、やらない理由はいくらでもあります。しかし、窓口業務改革は動かないと何も始

まらず、動くことが後につながってくるということもあります。そのため、まずはスモール

スタートで「試してみよう」という意識が重要で、 失敗を恐れずに、小さくても良いからで

きる取組から始めてみることが求められると考えます。 

（５）現場のキーマンの重要性 

キーマンには、現状に強い危機感を持つ人が挙げられます。また、窓口業務改革にはシス

テムの知識が要求されることが多いため、システム関係に詳しい人がよいと思います。実際

の導入にあたっても、費用対効果が大きい業務などを中心に企画・行政改革部署が命令して

導入を進めるのではく、やる気のある部署を中心に取組を行ったほうが比較的スムーズにい

くようです。 

成田市における窓口業務改革の取組が、本来の機能を発揮して成果志向が定着することに

より、住民本位のあくまでも住民サービスや社会福祉の向上という窓口業務改革に結びつく

ことが重要で、現在の成田市の状況を見ますと近い将来実現の可能性は高いと私は考えます。 
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◈ 上田 信博 委員 ◈ 

 今回は、愛知県小牧市へ「窓口業務改革について」をテーマに行政視察を行った。 

 小牧市は、中部国際空港の開港まで空の玄関口であった名古屋空港や、東名高速道路・名

神高速道路・中央自動車道の三大高速道路の結節点があり、内陸工業都市として発展してい

る。人口は 15万人おり、日本人は減少傾向にあるものの、愛知県は外国人労働者にとって住

みやすい環境が整っていることから、外国人が増加傾向にある。 

 小牧市では、本市が実施している「日曜開庁」や「住民票等のコンビニ交付」に加え、故人

に関する各種手続きについて、ご遺族が窓口を移動することなく一つの場所で手続きを行う

ことができる「おくやみコーナー」に先進的に取り組んでいる。また、職員に取得したい証

明書を伝えると職員が申請書を作成し、申請者が申請書に署名をするだけで手続きを完了で

きる「こまきスマート窓口」を実施していることから、先進自治体として調査研究を行った

ものである。 

 おくやみコーナーでは、ご遺族が故人に関する手続きをするに当たり、国民健康保険、後

期高齢者医療、固定資産、上下水道等の各担当課を訪問し、その都度手続きを行う必要があ

ったことから、市長の発案により行政改革の一環として、おくやみコーナーを開始したとの

ことである。おくやみコーナーは、市民窓口課の脇にある４人程度が入室できる相談室内の

ようなスペースであり、応接セットと事務用品が備え付けられている。予約は市民窓口課の

職員が対応し、故人に関する手続きは各課の職員が対応する形式となっており、経費はおく

やみコーナーを担当する職員の人件費のみとのことである。令和５年度のおくやみコーナー

の利用率は 54％であるが、おくやみコーナーの担当者が何らかの形でご遺族をサポートした

件数は 70％であり、ご遺族の負担軽減につながっていると感じた。 

 また、こまきスマート窓口では、複数の証明書を取得する場合や複数の手続きを行う場合

には、その都度、住所・氏名・生年月日等を記入する必要があり、申請者の負担を軽減するた

めに、ＩＣＴを活用した申請書等の作成支援、いわゆる「書かせない窓口（こまきスマート

窓口）」を実現し、手続きの簡略化を目標とした。関係課の職員で構成されたプロジェクトチ

ームによる検討の結果、住民票・印鑑証明・戸籍謄抄本・納税証明・所得証明等の各種証明書

のほか、住民異動・国民年金・児童手当・国民健康保険・介護保険に関する手続きなど、38種

類の手続きを対象としたとのことであった。こまきスマート窓口を導入した結果、申請者は

書類の記載方法に悩むことがなくなるとともに、何度も申請書に氏名や住所、生年月日を記

載することがなくなり、職員は手書き文字の判読や書き間違いの補正等の作業負担が軽減で

き、事務効率の向上につながったことで、手続きに要する時間が短くなり、市民から好評を

いただいているとのことであった。 

 このような取組を通じて、窓口の混雑緩和や利用者の在庁時間短縮を図っており、「ＩＣＴ

を活用して、市民に寄り添った対応をしたい」という、小牧市の熱意を強く感じた。本市に

おいても、総合窓口の導入や日曜開庁、各種証明書のコンビニ交付、キャッシュレス決済の

導入など、市民の利便性向上に向けた対応が行われているが、小牧市は本市のさらに先を進

んでいるように思われる。 

 本市においても、死亡届の提出後に必要となる手続きをまとめたＷｅｂ版の「おくやみ手
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続きナビ」や冊子の「おくやみハンドブック」を提供しているところであるが、ご遺族の負

担がなくなったとは言えない。ご遺族は大切なご家族が亡くなり、悲しみの中で様々な手続

きをしなければならない。本市においては、おくやみコーナーのスペースや職員配置等に課

題があり、小牧市のようなおくやみコーナーの設置はすぐには難しいと思われるが、庁舎の

大規模改修と併せて検討する必要があると考える。また、本市は書かない窓口の導入に向け

調査等を行っており、今後の取組に期待をするところであるが、対象事務は住民異動等の一

部の事務だけではなく、税や福祉、子育て等の窓口のほか、下総・大栄支所や赤坂・遠山分室

も含め、全庁的な対応が必要であると考える。 

 

【 委員長所感 】 

今回は、三重県四日市市へ公共施設等総合管理計画について、愛知県小牧市へ窓口業務改

革についての２テーマの視察を行った。 

 

初めに、三重県四日市市の取組について取り上げる。 

令和６年７月 17日三重県四日市市にて公共施設等総合管理計画について視察を行った。四

日市市では、昭和 40年～50年代の高度経済成長期に多くの公共施設が整備され 72%の施設が

築 30年以上経過しているとのことであった。 

一方で、人口減少や少子高齢化により財政状況は厳しくなっていることもあり、公共施設

の維持管理は、どの市町村においても大きな課題となっている。そこで四日市市では、公共

施設アセットマネジメントに取組んでおり、財政負担の低減・標準化を図っている。四日市

市では、市長が会計士であるという特色を生かし、全国でも珍しく公会計情報を戦略的に公

共施設のマネジメントに活用していた。具体的には、施設別行政コスト計算書を作成し、毎

年議会と HPにて報告と公表を行っている。そして、個々の施設に対し利用者数、コスト等の

情報を集約化し、ハード（老朽化状況、立地条件）、ソフト（コスト、利用状況）の両面によ

る分析を行うことで施設カルテを作成している。 

従来は、公共施設の長寿命化や省エネルギー化により、施設の維持管理費の縮減に努めて

いたが、施設カルテ作成後は、社会情勢や市民ニーズの変化に合わせて公共施設の統合や廃

止といった再編を行い、公共施設の適正化に取り組んでいた。 

しかしながら、各地域で人口や特色、背景は大きく異なっており、数字だけで施設の適正

化を判断することが正しいのかという疑問が生まれ、担当者も課題意識を持っていた。また、

時代や技術の進歩によって求められる公共施設の使途についても変化があり、貸館機能があ

る施設が必要されているのかという視点に基づいて適正化を進め、次の段階において人口減

少に対応した公共施設の再配置を検討し、市内多くの施設で更新時期を迎える令和 20年には

方向性を示したいとのことであった。 

 

次に、愛知県小牧市の取組について取り上げる。 

７月 18 日愛知県小牧市へ窓口業務改革について視察を行った。小牧市では、スマート窓口

（書かない窓口）、デジタル手続きガイド、おくやみコーナーなどに取り組むことで、来庁者
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の利便性向上に取り組んでいるとのことであった。 

○スマート窓口について 

申請時に複数の証明書の交付や手続きが必要な際には、氏名・住所など同じ情報を複数記

入する必要があったため、利用者負担となっていた。この現状を改善するためプロジェクト

チームを設置しスマート窓口の導入にむけたプロジェクトチームを設置した。 

成田市では QR コード読み取り方式を採用しているが、スマート窓口には３つの方法があ

る。住記データ抽出方式、身分証明書読み取り方式、QR コード読み取り方式とある。しかし

ながら、後者２つに関しては他市の前例をみると、利用者の伸び悩みや対応の幅が狭まるた

め、小牧市では住記データ抽出方式を採用している。 

○デジタル手続きガイドについて 

デジタル手続きガイドでは、転入、転居、転出、出生、死亡、保育園申込書類など６項目に

関してはデジタル手続きガイドを利用することにより簡単な質問に答えていくと必要な書類

等が簡潔にわかるようになっており、窓口に来た際の利用者と行政側の負担軽減につながっ

ている。全て LoGoフォームを活用し職員側で作成をしているため、新たな追加費用等は掛か

っていない。 

○おくやみコーナーについて 

事前予約制となっているが、亡くなられた方に関する様々な手続きをワンストップで各課

移動することなく行うことができるようになっている。 

令和４年度は 1,415 件中 700 名以上の方が利用をされており、年々利用者数が増加傾向に

ある。このことから小牧市においても職員の配置を１名から２名に増員を行っており予約不

成立がおきないようにしている。現在は３分の２以上の方に何らかの形で利用して頂いてい

るとのことであった。 

 

総務常任委員会 

委員長  小高 夕佳 

 


